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Ⅰ はじめに 

 従来の地方公共団体（公営企業会計を除く）の会計は、その年にどのような収入があり、それをどの

ように使ったかという「現金主義・単式簿記」による歳入・歳出の収支計算による会計処理を行ってき

ました。 

 これは現金の動きが分かりやすい反面、市が整備してきた資産や借入金などの負債にかかるストック

情報や行政サービス提供のために発生したコスト情報が不足していました。 

 より効率的な行財政運営を進めていくためには、これまでの手法に加え、民間で行われているような

発生主義・複式簿記の会計手法を取り入れ、コストを意識しながら資産・債務の適切な管理を進めるこ

とが求められています。 

 本市では、これまでも総務省の示した基準（旧総務省方式）にもとづきバランスシートおよび行政コ

スト計算書を作成してきましたが、平成 21 年度決算から、新たに総務省より示された「総務省方式改

訂モデル」を用いて、普通会計および連結での財務諸表 4表を作成しました。 

 

○作成方法 

 総務省の示した「新地方公会計制度実務研究会報告書」及び「新地方公会計モデルにおける連結財務

書類作成実務手引」をもとに「総務省方式改訂モデル」により作成しています。 

 

○作成の対象範囲 

 ①普通会計財務諸表 4表 

  総務省が行う地方財政状況調査（決算統計）上の普通会計 

  （一般会計、公共用地先行取得事業特別会計、土地区画整理事業特別会計） 

 ②連結財務諸表 4表 

  本市のすべての会計および塩竈市土地開発公社および第三セクターの塩釜港開発株式会社を連結

対象としています。 

 ※一部事務組合については、各団体作成後に連結を行います。 
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連  結 

 

・塩竈市土地開発公社 

土地開発公社 

 

・塩釜港開発株式会社 

第三セクター 

 
・一般会計 
・土地区画整理事業特別会計 
・公共用地先行取得事業特別会計 

普通会計 

 
・水道事業会計 
・市立病院事業会計 

企業会計 

 
・交通事業特別会計 
・国民健康保険事業特別会計 
・魚市場事業特別会計 
・下水道事業特別会計 
・公共駐車場事業特別会計 
・漁業集落排水事業特別会計 
・介護保険事業特別会計 
・後期高齢者医療事業特別会計 

特別会計 



 
 

○財務諸表 4表の概要 

 

貸借対照表 
会計年度における地方公共団体の財政状況（資産保有状況と財源調達状況）を

表す財務書類 

行政コスト計算書 
一会計年度における資産形成に結びつかない経常的な行政活動に伴う経常的

な費用（経常行政コスト）を表す財務書類 

純資産変動計算書 
一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、ど

のように変動したかを表す財務書類 

資金収支計算書 

一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性

質の異なる三つの活動「経常的収支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収

支」に分けて表示した財務書類 

 

 

○作成基準日 

 作成基準日は、平成 24年 3月 31 日（平成 23 年度末）です。平成 24 年 4月 1 日から 5月 31 日まで

の出納整理期間の収支については、基準日までに終了したものとみなして処理しています。 

 ※塩釜港開発株式会社は決算期が異なることから、直近の決算（H22.10.1～H23.9.30）を連結対象としています。 
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　１　貸借対照表（バランスシート）

　（1）貸借対照表の作成手法について

・算出の基礎となるデータについて

　（2）資産の部について

　　①公共資産

・有形固定資産

・有形固定資産の減価償却について

有形固定資産耐用年数表

・売却可能資産

　　②投資等

Ⅱ　【普通会計】

　平成23年度までの決算状況をもとに、貸借対照表（バランスシート）を作成しました。作成にあ
たっては、経営資源の状況とその経営資源を調達するための財源状況を明らかにするものとして位置
付け、資産の評価は原則として取得原価としております。

　貸借対照表の作成に用いるデータとしては、昭和４４年度以降の地方財政状況調査（以下「決算統
計」）の数値を使用しております。昭和４３年度以前の取得財産は、現在の物価水準からみてその価
値が相当に小さく、減価償却を行えば未償却残高は僅少であるものと考え今回の財産対象からは除い
てあります。

　資産の科目は、「公共資産」、「投資等」及び「流動資産」に分類して表示しています。これは、
１会計年度を越えて経営資源として用いられる有形・無形の価値である財産です。

　有形固定資産の価格は、決算統計の普通建設事業（道路、橋りょう、学校、庁舎等の資産形成に資
する事業）に要した経費の累計です。また、行政目的別に資産計上しています。

　有形固定資産に計上する価格から、土地の取得価格を除き、下表による耐用年数により減価償却し
ています。これは、後世代に継承される資産を把握する観点から行うものです。

区　　分 耐用年数 区　　分 耐用年数 区　　分 耐用年数 区　　分 耐用年数

（４）砂防 ５０ （10）その他 ２５１　総務費 （３）治山 ３０

（５）海岸保全 ３０ ８　消防費（１）庁舎等 ５０ （４）砂防 ５０

（１）庁舎 ５０（２）その他 ２５ （５）漁港 ５０

２　民生費 （６）農業農村整備 ２０

（６）港湾 ４９

（１）保育所 ３０ （７）海岸保全 ３０ 　ア　街路 ４８

（２）その他 １０

９　教育費 ５０

（８）その他 ２５ 　イ　都市下水路 ２０

（７）都市計画

10　その他 ２５

３　衛生費 ２５ ６　商工費 ２５ 　ウ　区画整理 ４０

（２）その他 ２５

４８ 　オ　その他 ２５

４　労働費 ２５ ７　土木費

２５

（１）造林 ２５ （２）橋りょう ６０

　エ　公園 ４０

５　農林水産業費 （１）道路

（８）住宅 ４０

（２）林道 ４８ （３）河川 ４９ （９）空港

　現に公用もしくは公共用に供されていない土地のうち、将来的に売却可能と判断したものを計上し
ています。売却可能資産の評価は固定資産評価額を基礎として算定しています。

　「長期延滞債権」には、市税や使用料・手数料、分担金・負担金、諸収入などの科目の歳入歳出決
算書の収入未済額のうち、原則1年を超えて回収がなされていないものを計上しています。

　「投資及び出資金」には、本市から他団体への投資及び出資金の額を計上しています。

　「貸付金」には、市民、中小企業に対し貸付けた経費を計上しています。

　「基金」には、各種基金の残高を計上しています。そのうち、流動性の高いものについては、流動
資産に計上しています。

　「退職手当組合積立金」には、退職手当組合の保有する基金のうち加入団体の持分相当額をその団
体の資産として計上するものです。本市の場合は加入一時金を資産分と見なして計上しています。
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　　③流動資産

　（3）負債の部について

　　①固定負債

　　②流動負債

　（4）純資産の部について

資産評価差額

公共資産等の資産の財源のうち、国及び県から受けた補助金

公共資産等の資産の財源のうち、国及び県から受けた補助金
と地方債借入分を除いた額

公共資産や投資等以外の資産を形成した一般財源

新たに売却可能資産を計上した場合、もしくは資産の評価替
えを行った場合の売却可能額と帳簿価格との差額など

その他一般財源等

　「現金・預金」には、流動性の高い基金である「財政調整基金」と「減債基金」の残高と形式収支
に相当する「歳計現金」を計上しています。

　「未収金」には、歳入歳出決算書の収入未済額のうち、上記の長期延滞債権計上額を除いた額を
「地方税」と「その他」に分けて計上しています。

　長期にわたって支払いをすべき債務であり、「地方債」には、市債の年度末残高から翌年度償還予
定の元金分を控除した額を計上しています。

　「退職手当引当金」には、年度末に全職員が普通退職した場合の退職手当総額を計上しています。

　短期間に支払いを要する経費であり、地方債の「翌年度償還予定額」を計上しています。「賞与引
当金」には翌年度に支払うことが予定されている期末勤勉手当のうち、当年度の負担相当額４ヶ月分
を計上しています。

　資産合計から負債合計を控除した差額を計上しています。これは、後世代が受け継ぐべき公有財産
の実質価値を示しており、「公共投資等整備国県補助金等」「公共資産等整備一般財源等」「その他
一般財源等」「資産評価差額」に分類しています。

　「損失補償等引当金」には、将来発生する可能性のある第三セクター等に対する損失補償等の負担
見込額を計上しています。

公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

　「長期未払金」のうち、「物件の購入等」には、ＰＦＩ等の手法により整備した資産で、既に物件
の引渡しを受けており債務負担行為による債務が残っているものを計上します。

　「回収不能見込額」には、「長期延滞債権」過去5カ年の不能欠損実績率をもとに算定された額を
回収不能と見込み計上しています。

　負債の科目は、「固定負債」及び「流動負債」に分類して表示しています。これは本市が負ってい
る債務です。
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（単位：千円）

構成比 構成比

［資産の部］ ［負債の部］

１．公共資産 １．固　定　負　債

（１）有形固定資産 67,836,385 78.2 （１）地　方　債 20,994,221 24.2
①生活インフラ・国土保全 43,291,677 49.9 （２）長期未払金 0 0.0
②教育 12,875,819 14.8 ①物件の購入等 0 0.0
③福祉 902,955 1.0 ②債務保証又は損失補償 0 0.0
④環境衛生 2,932,513 3.4 ③その他 0 0.0
⑤産業振興 3,281,264 3.8 （３）退職手当引当金 4,035,231 4.6
⑥消防 159,741 0.2 （４）損失補償等引当金 77,657 0.1
⑦総務 4,392,416 5.1

25,107,109 28.9
（２）売却可能資産 1,301,056 1.5

２．流　動　負　債

69,137,441 79.7 （１）翌年度償還予定地方債 2,098,198 2.5
（２）短期借入金（翌年度繰上充用金） 0 0.0

２．投　資　等 （３）未払金 0 0.0
（１）投資及び出資金 4,400,037 5.1 （４）翌年度支払予定退職手当 0 0.0

①投資及び出資金 4,400,037 5.1 （５）賞与引当金 175,882 0.2
②投資損失引当金 0 0.0

（２）貸　付　金 616,166 0.7 2,274,080 2.7
（３）基　金　等 9,625,169 11.0

①退職手当目的基金 0 0.0 27,381,189 31.6
②その他特定目的基金 8,897,514 10.2
③土地開発基金 0 0.0 ［純資産の部］

④その他定額運用基金 35,533 0.0 １．公共資産等整備国県補助金等 20,994,842 24.2
⑤退職手当組合積立金 692,122 0.8

（４）長期延滞債権 495,120 0.6 ２．公共資産等整備一般財源等 48,968,424 56.4
（５）回収不能見込額 △ 67,408 △ 0.1

３．その他一般財源等 △ 10,524,967 △ 12.1
15,069,084 17.3

４．資産評価差額 0 0.0
３．流　動　資　産

（１）現　金・預　金 2,425,016 2.8 59,438,299 68.5
①財政調整基金 679,393 0.8
②減債基金 229,239 0.3
③歳計現金 1,516,384 1.7

（２）未　収　金 187,947 0.2
①地　方　税 167,835 0.2
②そ　の　他 21,622 0.0
③回収不能見込額 △ 1,510 0.0

2,612,963 3.0

100.0 100.1

貸 借 対 照 表（普通会計）
（　平成２４年３月３１日現在　）

86,819,488負債・純資産合計

固定負債合計

流動負債合計

負債合計

純資産合計

貸　　　　　方 金　　額

資 産 合 計

金　　額

86,819,488

借　　　　　方

公共資産合計

投資等合計

流動資産合計

－5－



※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産

（千円）

1,153,779

20,916

395,283

67,899

1,542,776

1,329

17,168

3,199,150

※２　債務負担行為に関する情報

（千円）

0

5,194,943

4,900,000

15,801,393

⑤産業振興

⑥消防

⑦総務

計

②債務保証又は損失補償

①物件の購入等

(平成２３年度　貸借対照表（普通会計）注記)

④環境衛生

財
源
内
訳

②教育

③福祉

①国県補助金等

②地方債

③一般財源等

計

①生活インフラ・国土保全

③その他

（うち共同発行地方債に係るもの）

2,251,649

618,783

328,718

3,199,150

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち30,206,103千円については、償還時に地方交付税の
　　　補てん措置が見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

（千円）

※５　有形固定資産のうち、土地は25,518,175千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は
　　　43,774,697千円です。

77,657

23,077,419

108,098

　[内訳]　普通会計地方債残高

負債計上 注記

0

0

290,655

4,035,231

-77,082

　　　　　連結実質赤字額

（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未
払金・引当金

金額

47,180,066普通会計の将来負担額

[内訳]

　　　　　第三セクター等債務負担見込額

基金等将来負担軽減資産

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額

2,783,855

19,584,230

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額

　　　　地方債償還額等充当歳入見込額

　　　　　退職手当負担見込額

契約債務・
偶発債務

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高

40,322,262

7,319,854

30,206,103

6,857,804

4,035,231

項目

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額

　　　　　公営事業地方債負担見込額

　　　　　債務負担行為支出予定額

154,739

290,655

108,098

1,951,006

23,077,419
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貸借対照表（バランスシート）からわかること

（１）資産の総額

（Ｈ24.3.31現在　56,642人で算出）

①資産総額は、８６８億円（市民１人当り１５３万円）

②負債総額は、２７４億円（市民１人当り４８万円）

③純資産総額は、５９４億円（市民１人当り１０５万円）

（２）資産の内訳

損失補償等引当金 77,657

退職手当引当金

公共資産整備国県支出金

100.000

23.2

39,279,151

20,159,1482.807

100.0 計

2.8

流動負債

0.2187,947 公共資産整備一般財源・その

11.14111.1

0.218

　平成２３年度の貸借対照表を、資産、負債、純資産の総額で表示すると次のとおりになりま
す。

　資産とは、将来にわたり公共サービスを提供することのできる価値、すなわち次の世代が受け
ることのできるサービスです。貸借対照表からは、その内訳や増減を把握できます。

　負債とは、将来返済すべき債務であり、次の世代が負担する借金です。負債が多ければ、それ
だけ市税などからその償還及び利払いにまわさなければいけない資金が多くなり、財政運営の硬
直化を招く要素となります。

市民１人当り

資産
１５３万円

20,994,221

　貸借対照表から、資産、負債、純資産の内訳を把握することができます。平成２３年度のそれ
ぞれの構成をまとめたものが次のグラフです。

24.2

資産
８６８億円

4,035,231

2,274,080

負債
４８万円

純資産
１０５万円

塩　竈　市

　純資産とは、現在までの世代が既に負担し次の世代に引き継ぐ正味価値です。

市民１人当り
で見ると

負債
２７４億円

純資産
５９４億円

有形固定資産

投資及び出資金

貸付金

売却可能資産

67,836,385

4,400,037

616,166

2,425,016

地方債

債務負担行為1,301,056 0

45.2

0.0

4.7

2.6

0.1

86,391,776

78.6

5.1

0.7

78.522

5.093

0.713

1.5 1.506

100.0

9,625,169

未収金

86,819,488

現金・預金

基金・その他

計

有形固定資産

78.6%

売却可能資

産1.5%

投資及び

出資金

5.1%

貸付金

0.7%

基金・

その他

11.1%

現金預金

2.8%

未収金

0.2%

資産の構成

固定負債

地方債

24.2%

固定負債
債務負担行為

0.0%

固定負債
損失補償引当金

0.1%

固定負債
退職手当引当金

4.7%

流動負債

2.6%

純資産
公共整備国県支出金

23.2%

純資産
一般財源等

45.2

負債・純資産の構成
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（３）資産形成と財源の関係

（単位：百万円，％）

（４）社会資本形成の世代間比率

(単位：千円)

金　　額

59,438,299 87.6%

平成23年度

残  高 負担率

67,836,385

20,335,138 30.0%

20,994,221 30.9%

39,103,161 57.6%

負 債 （ 地 方 債 ）

計

12.9

社会資本形成の将来の世代負担率＝

4.3

その他 8,737

負債（地方債）

有形固定資産

一般財源等環境衛生

100.0

有形固定資産 構成比

20,335 30.0

30.9

社会資本形成のこれまでの世代負担率＝

地方債12,876

2,932

43,291

教育

63.8

19.0

生活インフラ・国土保全

39.1

20,994

26,507

金　　額 構成比 財　　　源

　行政活動により、どのような財源で、どれだけの公有財産が形成されてきたかを見ます。下記
の表は平成２３年度までの有形固定資産とそれを構成している財源を表わしたものです。財源の
うち、国・県からの支出金は約２２％で、残りの約７８％は地方債と一般財源等です。資産形成
にあたり、地方債が大きな割合を占めていますが、これは次世代に対し平準化した負担を求めて
いくという地方債の基本的な考え方に基づくものです。

67,836

内
　
訳

有 形 固 定 資 産

純 資 産

国 県 支 出 金

一 般 財 源 等

国県支出金

　社会資本整備の結果を表わす有形固定資産のうち、純資産または負債（地方債）によって形成
された比率により、道路や学校などの有形固定資産の財源が純資産によるか、負債（地方債）に
よるか、その割合を見ることで世代間の負担割合がわかります。
　本市の場合は、負債（地方債）の割合よりも、純資産の割合の方が高くなっています。

計

　次に、負債・純資産を見ると、負債が全体の約３割、残りの７割が純資産となっています。
　また、固定負債（地方債等）が約２割を占めており、負債は次世代が将来返済すべき債務であ
りますが、純資産の比率が高いということは、資産形成について、既に現在までの世代で負担を
し将来の世代へ引き継ぐ資産が多いことを表わしています。

有形固定資産

純資産

67,836 100.0

　まず、資産を見ると、総資産のうち、有形固定資産が約８割を占めています。
　貸借対照表の[資産の部]（１）有形固定資産　の内訳を見ると、「生活インフラ・国土保全」
と「教育」が有形固定資産の大部分を占めています。これは市内の道路や橋りょう、学校などの
施設です。
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２ 行政コスト計算書 
  

行政コスト計算書は、ごみ収集や医療費の助成など、市が 1 年間に提供した行政サービスに要し

たコストと、その財源として得られた負担金や使用料・手数料などの収入を示すものです。貸借対照

表が資産の形成を示しているのに対し、行政コスト計算書は資産形成につながらない行政サービスの費用（コ

スト）を明らかにするものです。 

（1）行政コスト計算書の作成手法について 

  ・算出基礎となるデータについて 

 行政コスト計算書の作成に用いるデータは、当該年度までの貸借対照表及び決算統計の数値を使用してい

ます。 

 

（2）経常行政コスト 

  経常行政コストは、行政サービスにかかるコストを人件費などの「人にかかるコスト」、物件費や維持補

修費などの「物にかかるコスト」、社会保障費や補助金などの「移転支出的なコスト」と「その他のコスト」

に分類して表示したものです。 

 

 項 目 説 明 

人
に
か
か
る 

コ
ス
ト 

人件費 
人件費の決算額から、今年度支出した退職手当と前年度賞

与引当金を差し引いた額 

退職手当引当金繰入等 新たに退職手当引当金に繰り入れられた金額など 

賞与引当金繰入額 
翌年度に支払うことが予定されている期末・勤勉手当のう

ち当該年度負担相当額 

物
に
か
か
る 

コ
ス
ト 

物件費 賃金、旅費、需用費、備品購入費などの経費 

維持補修費 公共資産の維持補修に係る経費 

減価償却費 
有形固定資産が経年劣化等に伴い価値が減少したと認めら

れる金額 

移
転
支
出
的
な 

コ
ス
ト 

社会保障給付 児童手当の支給、生活保護などに要する経費 

補助金等 各種団体に対する補助金など 

他会計等への支出額 他会計等への繰出金、負担金、出資金など 

他団体への 

公共資産整備補助金等 
普通建設事業費のうち他団体への補助金や負担金 

そ
の
他
の 

コ
ス
ト 

支払利息 地方債及び一時借入金に係る支払利息 

回収不能見込計上額 
回収不能見込額の前年度との差額と、今年度の不能欠損額

の合計 

その他の行政コスト 失業対策に要した経費など 

 

（3）経常収益 

項 目 説 明 

使用料・手数料 
当年度の使用料・手数料の額に前年度からの長期延滞債権

及び未収金の増減額を加えた額 

分担金・負担金・寄附金 
当年度の分担金・負担金・寄附金の額に前年度からの長期

延滞債権及び未収金の増減額を加えた額 
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,187,561 11.4% 289,357 533,558 663,540 222,867 134,493 30,244 1,098,304 215,198 0

（２）退職手当引当金繰入等 273,650 1.0% 23,174 46,115 57,439 19,020 11,642 2,618 95,013 18,629 0

（３）賞与引当金繰入額 175,882 0.6% 14,895 29,640 36,917 12,225 7,483 1,683 61,067 11,972 0

小　　計 3,637,093 13.0% 327,426 609,313 757,896 254,112 153,618 34,545 1,254,384 245,799 0

（１）物件費 7,934,870 28.4% 132,764 409,361 5,928,853 645,428 368,294 43,201 399,999 6,969 1

（２）維持補修費 147,267 0.5% 78,785 45,249 2,373 4,146 2,306 0 14,408 0

（３）減価償却費 1,846,273 6.6% 1,099,812 360,778 39,498 193,594 115,926 12,841 23,824 0

小　　計 9,928,410 35.5% 1,311,361 815,388 5,970,724 843,168 486,526 56,042 438,231 6,969 0 1

（１）社会保障給付 7,739,259 27.6% 69,123 7,670,136 0

（２）補助金等 2,108,985 7.5% 8,657 97,564 771,955 211,397 126,608 671,373 219,534 1,897 0

（３）他会計等への支出額 4,048,051 14.5% 1,294,578 0 1,869,372 717,198 89,282 0 0 0 77,621

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

77,836 0.3% 15,323 0 62,513 0 0 0 0 0 0

小　　計 13,974,131 49.9% 1,318,558 166,687 10,373,976 928,595 215,890 671,373 219,534 1,897 77,621

（１）支払利息 364,037 1.3% 364,037

（２）回収不能見込計上額 77,841 0.3% 77,841

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 441,878 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 364,037 77,841 0

27,981,512 2,957,345 1,591,388 17,102,596 2,025,875 856,034 761,960 1,912,149 254,665 364,037 77,841 77,622

（　構　成　比　率　） 10.6% 5.7% 61.1% 7.2% 3.1% 2.7% 6.8% 0.9% 1.3% 0.3% 0.3%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 374,288 57,698 4,504 68,544 122,363 1,953 0 31,189 0 13,595 0 74,442

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 3,257,903 0 1,663 3,255,544 0 0 0 0 0 0 0 696

3,632,191 57,698 6,167 3,324,088 122,363 1,953 0 31,189 0 13,595 0 75,138

ｄ／ａ 13.0% 2.0% 0.4% 19.4% 6.0% 0.2% 0.0% 1.6% 0.0% 3.7% 0.0%

24,349,321 2,899,647 1,585,221 13,778,508 1,903,512 854,081 761,960 1,880,960 254,665 350,442 77,841 77,622

△

 75,138

そ
の
他
の

コ
ス
ト

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト
ａ－ｄ

行政コスト計算書（普通会計）
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

人
に
か
か
る

コ
ス
ト

物
に
か
か
る

コ
ス
ト

移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト

－
1
0
－



行政コスト計算書からわかること 

     

   平成２３年度の行政コスト計算書を経常行政コスト、経常収益、純経常行政コストの総額で表示すると 

次のとおりになります。 

 

塩 竈 市 
 

市民1人当り 

経常行政コスト（A） 

２７９．８億円 

経常行政コスト（A） 

４９．４万円 

 
人にかかるコスト 

３６．４億円（13%） 
 

人にかかるコスト 

６．４万円（13%） 

 
物にかかるコスト 

９９．３億円（35%） 
 

物にかかるコスト 

１７．５万円（35%） 

 
移転支出的なコスト 

１３９．７億円（50%） 
 

移転支出的なコスト 

２４．７万円（50%） 

 
その他のコスト 

４．４億円（ 2%） 
 

その他のコスト 

０．８万円（ 2%） 

経常収益（B） 

３６．３億円 

経常収益（B） 

６．４万円 

純経常行政コスト（A）-（B） 

２４３．５億円 

純経常行政コスト（A）-（B） 

４３．０万円 

                                   （Ｈ24.3.31現在 56,642 人で算出） 

  

（１）経常行政コスト 

経常行政コストの総額は 279 億 8 千万円となりました。性質別にみると、職員の人件費などの「人に

かかるコスト」が 36 億 4 千万円（13%）、物件費や減価償却費などの「物にかかるコスト」が 99 億 3 千

万円（35%）、生活保護扶助費などの社会保障給付や補助金等などの「移転支出的なコスト」が 139 億 7

千万円（50%）、支払利息などの「その他のコスト」が4億4千万円（2%）となっております。 

目的別にみると、社会保障給付が大きな割合を占める「福祉」が62.5%と最も大きく、また「生活イン

フラ・国土保全」は減価償却費や他会計等への支出金が大きな割合を占めており、全体の10.6%となって

います。 

 

（２）経常収益 

     経常行政コストに対する直接の受益者負担である経常収益は36億 3千万円となりました。内訳は使用

料・手数料が3億 7千万円、分担金・負担金・寄附金が32億 6千万円となっております。 

 

 （３）純経常行政コスト 

    経常行政コストと経常収益の差引である純経常行政コストは243 億 5千万円、市民1人当たりでみると

43 万円となっています。この純経常行政コストについては、市税や交付税などの一般財源、国や県から

の補助金などで賄わなければならないコストとなっています。 

市民 1 人当り  
で見ると 

－15－ 

－9－ 
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３ 純資産変動計算書 
  

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている「公共資産等整備国県補助金等」、

「公共資産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」が 1 年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。 

 

 

項 目 説 明 

期首純資産残高 前年度の貸借対照表における「純資産残高」 

純経常行政コスト 行政コスト計算書における「純経常行政コスト」の金額 

一般財源 市税、地方交付税、地方譲与税、各種交付金などの歳入決算額 

補助金等受入 

国県支出金のうち、普通建設事業、投資及び出資金、貸付金、基

金の財源になったものを「公共資産等整備国県補助金等」に計上

し、その残額を「その他一般財源等」に計上 

臨時損益 災害復旧事業費などの臨時的な損益 

科目振替 

公共資産形成時における財源投入額や公共資産の処分や投資等

の回収による財源増加額の各科目間における財源の流れを表す

もの 

資産評価替えによる 

変動額 

売却可能資産を新たに計上した場合の有形固定資産計上額との

差額や、資産の評価替えを行った場合の評価差額 

無償受贈資産受入 
寄附等により無償で資産を受贈した場合の、当該資産の公共資産

計上額 

その他 上記に該当しない純資産の変動額 

期末資産残高 今年度の貸借対照表における「純資産」の残高 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等
整備国県
補助金等

公共資産等
整備

一般財源等

その他
一般財源等

資産評価
差額

期首純資産残高 50,823,555 15,522,311 46,925,825 △ 11,624,581 0

純経常行政コスト △ 24,349,321 △ 24,349,321

一般財源

地方税 4,937,116 4,937,116

地方交付税 9,235,860 9,235,860

その他行政コスト充当財源 2,278,624 2,278,624

補助金等受入 17,606,952 6,672,597 10,934,355

臨時損益 0 0

災害復旧事業費 △ 1,094,487 △ 1,094,487

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 152,352 △ 152,352

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 2,570,584 △ 2,570,584

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 702,197 △ 770,928 1,473,125

減価償却による財源増 △ 497,869 △ 1,348,404 1,846,273

地方債償還に伴う財源振替 1,438,995 △ 1,438,995

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 59,438,299 20,994,842 48,968,424 △ 10,524,967 0

純資産変動計算書（普通会計）

自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

　平成23年度の純経常行政コスト243億5千万円に対して、地方税などの経常的な一般財源が164億5千万円、
補助金の受入れが176億円ありました。この結果、508億2千万円あった期首純資産残高は、期末では594億4
千万円となっています。

　東日本大震災復興交付金など震災からの復興整備にかかる国県補助金を新たに66億7千万円受け入れまし
たが、有形固定資産の補助金相当部分の減価償却が5億円あり、また、国県補助金が財源となっている基金
からの取り崩しが７億円あり、公共資産等整備国県補助金等の期末純資産残高は209億9千万円となりまし
た。

　公共資産等整備一般財源等は、公共資産などの整備に充当された財源のうち、国県補助金と建設地方債を
除いたもので、期末の純資産残高は489億7千万円となっています。
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４ 資金収支計算書 
  

資金収支計算書は、1 年間の資金の支出と収入の流れを性質の異なる 3 つの活動に分けて示す財務

書類です。具体的には「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」に

分類します。 

 

 

項 目 説 明 

経常的収支の部 日常の行政活動による資金収支の状況を表しています。 

 支出 
人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）、補助金等、支払利息、他会計等へ

の事務費充当財源繰出、維持補修費、災害復旧事業費など 

 収入 
地方税、地方交付税とその他収入のうち公共資産収支、投資・財務的収支の

部に含まれないもの 

公共資産整備 

収支の部 
公共事業等に伴う資金の使途とその財源の状況を表しています。 

 支出 
普通建設事業費などの公共資産整備のほか、他会計等への建設費充当財源繰

出金 

 収入 普通建設事業などに充当される国県支出金や地方債など 

投資・財務的 

収支の部 
投資活動や地方債の返済による資金の状況を表しています。 

 支出 
投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出、地方債元金償還金、他会計等へ

の公債費充当財源繰出金 

 収入 
投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出への財源、貸付金元金回収や公共

資産売却による収入 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出 長期未払金支払支出

（うち災害復旧事業費　1,094,487） 支出合計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収入合計

投資・財務的収支額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

　※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は6,800,000千円
です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は1,563千円です。
　※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額

　地方債発行額

　財政調整基金等取崩額

　支出総額

　地方債償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

①経常的収支の部
　経常的な行政サービスに伴う現金収支である経常的収支は、人件費37億6千万円、社会保障給付などが77億4千万円
などで支出合計が257億1千万円に対し、収入合計は325億円で、差し引き67億9千万円の黒字となりました。

②公共資産整備収支の部
　都市再生整備計画事業や橋りょう整備事業などの公共資産整備支出合計は7億5千万円となり、その財源である国庫補
助金等が1億7千万円、地方債発行額が1億9千万円で収入合計が3億6千万円であり、収支不足額の3億9千万円は経常
的収支の黒字額により賄われたことになります。

③投資・財務的収支の部
　支出は、地方債償還額の22億2千万円のほか、基金積立金84億4千万円や他会計等への公債費充当財源繰出支出14
億6千万円などで計133億3千万円となっています。収入は合計で78億4千万円であり、収支不足額の54億9千万円は経常
的収支の黒字額により賄われたことになります。

　全体的にみると、収入の合計が407億円に対し、支出の合計が395億4千万円で、差し引きの当年度歳計現金は9億1千
万円の増となり、期末の歳計現金残高は15億2千万円となりました。

1,241,754 0

0

40,701,525△ 1,716,067△ 162,479△ 39,543,737
2,585,237

347,228

資金収支計算書（普通会計）

2,211,707

至　平成２４年３月３１日

自　平成２３年４月 １ 日

収入合計 359,491
公共資産整備収支額 △ 389,341

地方債発行額 191,400
基金取崩額 0
その他収入 0

他会計等への建設費充当財源繰出支出 203,652
支出合計 748,832

国県補助金等 168,091

２　公共資産整備収支の部

公共資産整備支出 467,344
公共資産整備補助金等支出 77,836

経常的収支額 6,789,925 期首歳計現金残高 602,027
期末歳計現金残高 1,516,384

その他収入 794,603
収入合計 32,501,902 914,357

地方債発行額 1,020,400 △ 5,486,227
基金取崩額 904,252

分担金・負担金・寄附金 4,158,222 55,342
諸収入 235,859 7,840,132

国県補助金等 10,934,355 504,267
使用料・手数料 318,307 55,448

地方税 4,900,044 720,569
地方交付税 9,235,860 0

13,326,359
支出合計 25,711,977 6,504,506

364,037 他会計等への公債費充当財源繰出支出 1,457,740
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 2,563,591 地方債償還額 2,222,763

7,739,259 基金積立額 8,441,672
2,108,985 定額運用基金への繰出支出 189

１　経常的収支の部 ３　投資・財務的収支の部

3,759,481 投資及び出資金 300
7,934,870 貸付金 1,203,695
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（単位：千円）

構成比 構成比

［資産の部］ ［負債の部］

１．公共資産 １．固　定　負　債

（１）有形固定資産 129,000,766 85.0 （１）地　方　債 60,390,401 39.8
①生活インフラ・国土保全 92,242,835 60.8 ①普通会計地方債 20,994,221 13.8
②教育 12,875,819 8.5 ②公営企業地方債 39,396,180 26.0
③福祉 902,955 0.6 （２）関係団体 0 0.0
④環境衛生 14,328,843 9.4 ①一部事務組合・広域連合地方債 0 0.0
⑤産業振興 4,098,157 2.7 ②地方三公社長期借入金 0 0.0
⑥消防 159,741 0.1 ③第三セクター長期借入金 0 0.0
⑦総務 4,392,416 2.9 （３）長期未払金 0 0.0

（２）無形固定資産 79,828 0.1 （４）引当金 4,310,815 2.8
（３）売却可能資産 1,301,056 0.9 （うち退職手当等引当金） 4,196,258 2.7

（うちその他の引当金） 114,557 0.1
130,381,650 86.0 （５）その他 4,631 0.0

２．投　資　等 64,705,847 42.6
（１）投資及び出資金 3,887,115 2.6
（２）貸　付　金 616,166 0.4 ２．流　動　負　債

（３）基　金　等 9,625,169 6.3 （１）翌年度償還予定地方債 4,564,059 3.0
（４）長期延滞債権 575,287 0.4 ①地方公共団体 4,564,059 3.0
（５）その他 21 0.0 ②関係団体 0 0.0
（６）回収不能見込額 △ 105,808 △ 0.1 （２）短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 450,000 0.3

（３）未払金 264,843 0.2
14,597,950 9.6 （４）翌年度支払予定退職手当 0 0.0

（５）賞与引当金 294,420 0.2
３．流　動　資　産 （６）その他 161,772 0.1
（１）資　金 4,616,801 3.0
（２）未　収　金 2,022,756 1.3 5,735,094 3.8
（３）販売用不動産 0 0.0
（４）その他 107,522 0.1
（５）回収不能見込額 △ 2,102 0.0 70,440,941 46.4

6,744,977 4.4 53.6

４．繰延勘定 0 0.0

100.0 100.0

連 結 貸 借 対 照 表

81,283,636

資 産 合 計

金　　額

151,724,577

借　　　　　方

公共資産合計

投資等合計

流動資産合計

Ⅲ　【連結会計】

（　平成２４年３月３１日現在　）

151,724,577負債・純資産合計

固定負債合計

流動負債合計

負債合計

純資産

貸　　　　　方 金　　額
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息 回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 5,436,728 12.3% 501,351 533,558 835,148 2,045,076 177,849 30,244 1,098,304 215,198 0

（２）退職手当引当金繰入等 471,085 1.0% 37,620 46,115 60,852 196,505 13,733 2,618 95,013 18,629 0

（３）賞与引当金繰入額 294,420 0.7% 28,337 29,640 48,695 103,731 9,295 1,683 61,067 11,972 0

小　　計 6,202,233 14.0% 567,308 609,313 944,695 2,345,312 200,877 34,545 1,254,384 245,799 0

（１）物件費 9,914,825 22.4% 287,256 409,361 6,191,562 2,088,973 487,503 43,201 399,999 6,969 1

（２）維持補修費 487,146 1.1% 162,845 45,249 2,373 255,609 6,662 0 14,408 0

（３）減価償却費 3,808,229 8.6% 2,637,508 360,778 39,498 565,958 167,822 12,841 23,824 0

小　　計 14,210,200 32.1% 3,087,609 815,388 6,233,433 2,910,540 661,987 56,042 438,231 6,969 0 1

（１）社会保障給付 16,723,094 37.8% 69,123 16,653,971 0

（２）補助金等 4,575,509 10.4% 235,335 97,564 2,974,280 228,509 147,017 671,373 219,534 1,897 0

（３）他会計等への支出額 588,545 1.3% 0 0 588,545 0 0 0 0 0 0

連結行政コスト計算書
自　平成２３年４月 １ 日
至　平成２４年３月３１日

人
に
か
か
る

コ
ス
ト

物
に
か
か
る

コ
ス
ト

移
転
支
出

コ
ス

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

85,256 0.2% 22,743 0 62,513 0 0 0 0 0 0

小　　計 21,972,404 49.7% 258,078 166,687 20,279,309 228,509 147,017 671,373 219,534 1,897 0

（１）支払利息 1,319,397 3.0% 1,319,397

（２）回収不能見込計上額 211,356 0.5% 211,356

（３）その他行政コスト 304,576 0.7% 0 0 187,185 91,179 26,212 0 0 0 0

小　　計 1,835,329 4.2% 0 0 187,185 91,179 26,212 0 0 0 1,319,397 211,356 0

44,220,166 3,912,995 1,591,388 27,644,622 5,575,540 1,036,093 761,960 1,912,149 254,665 1,319,397 211,356 1

（　構　成　比　率　） 8.9% 3.6% 62.5% 12.6% 2.3% 1.7% 4.3% 0.6% 3.0% 0.5% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 374,288 57,698 4,504 68,544 122,363 1,953 0 31,189 0 13,595 0 74,442

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 7,126,433 3,265 1,663 7,097,139 23,670 0 0 0 0 0 0 696

３ 保 険 料 2,501,327 2,501,327

４ 事 業 収 益 5,302,777 1,293,690 0 4,409 3,872,247 132,431 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 124,670 33,970 0 16,307 48,646 25,747 0 0 0 0

15,429,495 1,388,623 6,167 9,687,726 4,066,926 160,131 0 31,189 0 13,595 0 75,138

ｂ／ａ 34.9% 35.5% 0.4% 35.0% 72.9% 15.5% 0.0% 1.6% 0.0% 1.0% 0.0%

28,790,671 2,524,372 1,585,221 17,956,896 1,508,614 875,962 761,960 1,880,960 254,665 1,305,802 211,356 1 △ 75,138

そ
の
他
の

コ
ス
ト

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

出
的
な

ト－
1
7
－



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 71,858,127 27,795,334 60,498,034 212,340 △ 16,648,126 545

純経常行政コスト △ 28,790,671 △ 28,790,671

一般財源

地方税 4,937,116 4,937,116

地方交付税 9,235,860 9,235,860

その他行政コスト充当財源 2,278,624 2,278,624

補助金等受入 23,200,810 7,715,006 15,485,804

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1,436,530 △ 1,436,530

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 763,936 △ 763,936

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 2,570,584 △ 2,570,584

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 702,197 △ 759,928 1,462,125

連結純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

減価償却による財源増 △ 1,850,544 △ 1,085,573 2,936,117

地方債償還に伴う財源振替 4,855,906 △ 4,855,906

出資の受入・新規設立 300 300

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 81,283,636 32,957,599 66,842,959 212,640 △ 18,730,107 545
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（単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 地方債償還額

その他支出 長期借入金返済額

支 出 合 計 短期借入金減少額

地方税 収益事業純支出

地方交付税 その他支出

国県補助金等 支 出 合 計

使用料・手数料 国県補助金等

分担金・負担金・寄附金 貸付金回収額

保険料 基金取崩額

事業収入 地方債発行額

諸収入 長期借入金借入額

41,645,185

4,900,044

2,413,079

１ 経 常 的 収 支 の 部

6,278,799

9,914,825

5,344,390

16,723,094

4,575,509

1,319,397

2,833,561

15,167,813

6,504,506

720,569

0

504,267

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

300

1,203,695

8,251,923

0

5,611,706

0

100,000

0

15,485,804

318,307

7,929,963

301,030

連結資金収支計算書

至　平成２４年３月３１日

自　平成２３年４月　１日

189

9,235,860

0

地方債発行額 公共資産等売却収入

長期借入金借入額 収益事業純収入

短期借入金増加額 その他収入

基金取崩額 収 入 合 計

その他収入 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額 翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

公共資産整備支出 経費負担割合変更に伴う差額

公共資産整備補助金等支出 期末資金残高

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

1,048,300

1,210,500

2,000,100

0

7,385,027

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,091,573

0

0

1,138,355

85,256

3,223,372

0

△ 7,337,681

55,342

49,030,212

0

1,046,543

1,093,889

3,522,912

4,616,801

12,772

2,176,829

0

915,080

45,448

0

0

0

7,830,132

0
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